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本日の内容

１．高速道路資産の長期保全及び
更新のあり方に関する技術検討委員会

２．安全性向上３カ年計画

３．防災強化・防災協定・ＢＣＰ（業務継続計画）

４．交通安全対策
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１．高速道路資産の長期保全及び
更新のあり方に関する技術検討委員会



委 員 長：藤野 陽三（東京大学大学院
工学系研究科 特任教授）

委 員 ：太田 秀樹（中央大学研究
開発機構 機構教授）

委 員 ：宮川 豊章（京都大学大学院
工学研究科 教授）

委 員 ：西村 和夫（首都大学東京
都市環境科学研究科 教授）

委員会の概要

【平成26年 1月 22日】



委員会の検討範囲



①過去の実績により、部分的な補修を繰

り返すことにより構造物の健全度が確

保されると想定。

（例：鉄筋コンクリート床版 等）

②過去に補修実績がなく、大規模な補修

を実施することなく構造物の健全性が

確保されると想定。

（例：PCグラウトの空隙、のり面グラウン
ドアンカーの腐食 等）

長期保全の考え方（従来＝協定の考え方）

○ 高速道路資産は、独立擬陽性法人日本高速道路保有・債務返済機構との協定機関内（平成62年まで）の健
全性を確保することを前提である。

従来は、経年劣化した構造物であっても、部分的な補修（通常補修）を繰返すことで構造物が発揮する性能が、建設

当初の状態に復元すると想定されていた



長期保全の考え方（今後=委員会における見解）

○ 個別の構造物の中に、厳しい使用環境など

により、これまでのような部分的な補修によ

り健全度は回復するが、性能が建設時点ま

で回復しないことが想定され、ある時期に大

規模な更新または修繕が必要となることを

想定したものである。

【健全度】
構造物の当初の状態に対する変状や結果の進行及び性能の低下度合

【性 能】
目的に応じて構造物（部材）が発揮する能力

○ 現状では、経年増を一因とする劣化が顕著

であるが、従来の知見と異なり一定の要件

に該当する構造物は、部分的な補修（通常

修繕）を繰り返しても、発揮される性能は低

下し、いずれ所要の性能を発揮することが

出来なくなる恐れがある

○ 従って、構造物の変状状況と変状要因の関

係を分析し、構造物（橋梁、土構造物、トン

ネル）ごとに大規模更新、大規模修繕の判

断要因を整理し、対策について検討した。



橋梁の健全性及び性能に関する概念
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橋梁は疲労や塩害、ＡＳＲ（アル
カリシリカ反応）、中性化、凍害等に
より劣化が進行し、年数の経過によ
り健全度が低下する（Ⅰ→Ⅴの方
向）。従来は健全度が低下した橋梁
に対して、部分的な補修により健全
度を回復させることを繰り返してき
た。しかしながら、厳しい使用環境
により、部材によっては性能が建設
時点まで回復しないことや、劣化速
度が速くなる事例が顕在化してきて
いるため、適切な時期に大規模な
更新または修繕が必要となることを
想定した。

（１）橋梁の健全性及び性能に関する概念
構造物健全度の劣化曲線



土構造物の健全性及び性能に関する概念
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土構造物の斜面の不安定化は、以下の①～④に
示すような事由により風化や変質等に伴う劣化（内
的要因）と降雨や地震等の自然環境要因（外的要
因）の相互作用によって発生する。また、グラウンド
アンカーの変状など新たなリスクも顕在化してきて
いる。このため、適切な時期に安定性向上のため
の大規模な修繕が必要となることを想定した。

①地盤材料によっては、掘削直後に風化・劣化が
急激に進行し、その後連続的かつ漸減的な経路を
たどる。

②外的要因による斜面安定性の変化は瞬間的か
つ断続的となり、その大きさによっては元の状態に
回復しないことがある。

③更に今後、外的要因による作用が増大すること
が予測される。

④一方、健全性は外的要因により、ゆるみ、クラッ
クなどが発生するとこれらは蓄積し、健全性は加速
度的に低下する。

（１）土構造物の健全性及び性能に関する概念



トンネルの健全性及び性能に関する概念
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トンネルの中には、周辺地山の風化
・劣化による強度低下や吸水膨張に
より路面隆起や覆工の変状を起こす
ものがある。それに対してこれまでの
ような舗装補修や部分的な覆工の補
修を繰り返しても変状が収まらず、内
空保持性能が低下することが想定さ
れる。このため、適切な時期に抜本的
な周辺地山の安定性向上とトンネル
支保性能を高める大規模な修繕が必
要となることを想定した。

（１）トンネルの健全性及び性能に関する概念



検討の着目点の整理

2011（平成２３）年度末には、経過年数３０年以上の延長が約４割、償還期間満了時（2050
（平成６２）年）には、約８割が経過年数５０年以上となり、経年劣化のリスクが増大。

ネットワークの拡充に伴い大型車交通量が増加。
（2010（平成２２）道路交通センサス：大型車の走行台㌔ ７６百万台㌔/日）

床版の設計荷重（軸重１０トン）を超える過積載車両が通行。
（取締車両の約１割が総重量違反車両）

積雪寒冷地通過延長の増加やスパイクタイヤの廃止により凍結防止剤使用量が増加。

気象変動により異常降雨等による災害発生のリスクが増加。

建設時点で、明確なかたちでは考慮できなかったリスクの顕在化。

変状要因の分析により
大規模更新・大規模修繕の必要性と要件の整理

着目点の整理



高速道路ネットワークの高齢化

営業中路線延長の推移（高速・一有）

高速道路ネットワークの高齢化

○ ＮEXCO中日本の管理する高速道路（1,949km、H26.４月現在）のうち、供用後40年を経過す

る東名・名神をはじめ、供用後30年を経過する道路が全体の約６割を占める。

○ 高齢化する高速道路ネットワークの長期的な保全事業（適切な点検と集中的な補修・補強）

の計画立案が急務。



使用環境の変化 ～車両の大型化並びに大型車交通の増加～

①高速道路ネットワークの拡充に伴い大型車交通が増加
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主な変状要因



主な変状要因

使用環境の変化 ～車両の大型化並びに大型車交通の増加～

②平成５年の車両制限令の規制緩和により車両の総重量が増加する傾向
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東名・名神の通過都県（注）における
貨物車保有台数の推移
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使用環境の変化 ～車両の大型化並びに大型車交通の増加～

③総重量違反車両の現状 【東名・日本平の本線軸重計データ（H17)】
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主な変状要因



使用環境の変化 ～車両の大型化並びに大型車交通の増加～

④総重量違反車両による構造物への影響

【本線軸重計における累積軸数と「軸重３乗値×累積軸重」】
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主な変状要因



維持管理上の問題 ～積雪寒冷地の供用延長の増加～

平成５年頃からスパイクタイヤが使用されなくなった影響により、

凍結防止剤の使用量が増加
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※凍結防止剤使用量(ｔ/㎞)：1シーズンの散布量／積雪寒冷地延長

主な変状要因



外的環境の変化 ～短時間以上降雨の増加等～

災害発生リスクの高まりが懸念
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変状リスク ～設計・施工基準の変遷、地盤材料の風化・劣化明

確になっていなかった変状リスク～

18

主な変状要因

突出したＰＣ鋼棒

（１）ＰＣ鋼材の変状 （２）のり面ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｱﾝｶｰの変状 （３）トンネル内空の変状

アンカー

頭部

受圧板

引張材

旧タイプアンカーの
主な損傷箇所

突出した引張材

旧タイプアンカーは、防食性
能が低く、腐食により破断し
た事例。

床版からの雨水等の侵入や
何らかの原因でＰＣ鋼材が
腐食・破断した事例。

周辺地山の劣化により、トンネルに
圧力が加わり、舗装路面が盛り上
がることでひびわれが入った事例。

土圧

土圧

路面隆起 土圧

路面隆起により
発生したひびわれ



大規模更新と修繕の定義



分析対象数量

構造物毎に変状の要因分析を実施して、

大規模更新・大規模修繕の必要要件を整理
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表：構造物別の分析対象数量（H23年度末時点）



橋梁の大規模更新・修繕

定期点検等



土構造物の大規模修繕



トンネルの大規模修繕



対策時期策定の検討範囲



実施時期①

実施時期②

0 1510 20 25

0～15年

5 30 35

実施時期③15～30年

30年以降
（点検サイクル）

点検

点検

修 繕

点検

点検

対策実施時期としては、下図に示すように、変状の進行状況の分析及
び点検サイクルを踏まえて期間を１５年と設定し、対策の優先度などか
ら実施時期①から実施時期③の３つの期間に区分した。
実施時期①に、現時点で対策の実施が必要と判断したものを抽出した。

年

対策実施の期間



実施時期検討の流れ



大規模更新・修繕計画 事業規模

注）延長については、上下線別（橋梁、トンネルの暫定２車線を除く）で
インターチェンジなどの道路延長も含む数量。

現時点で大規模更新及び大規模修繕が必要と判断した事業規模は、次に示すとおり。



大規模更新・修繕計画（概略）内訳



実施に伴う課題

29

（１）社会的な理解を得るための説明責任の履行

（２）国、地方公共団体等との連携

（３）社会的影響への配慮

（４）高速道路機能の更なる向上

（５）構造物の劣化抑制対策

（６）技術開発

（７）円滑な事業推進
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２．安全性向上３ヵ年計画
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安全向上３カ年計画の具体的な取り組み

３ カ年計画の策定にあたっては、「策定の経緯」に示した４つの取組み方針に「安全性向上
に向けた事業計画」を加え５つの方針とし、具体的な取組みをまとめました。

１ 安全を最優先とする企業文化の構築
１）安全への意識改革
２）安全に対するグループ内の連携・コミュニケーションの強化

２ 構造物の経年劣化や潜在的リスクに対応した業務プロセスの見直し
１）ＰＤＣＡサイクルの再構築
２）構造物の経年劣化や潜在的リスクに対応した要領・マニュアルの見直し
３）点検・補修技術の承継・高度化

３ 安全管理体制の確立
１）社内の安全管理体制の強化
２）有識者委員会への報告と検証

４ 体系化された安全教育を含む人材育成
１） 安全管理に関する技術力の向上
２） 自ら考え安全を優先する人材の育成
３） 社員のモチベーションの向上

５ 安全性向上に向けた事業計画
安全性向上に向けた事業計画は、修繕に係る事業から安全性向上に係る施策を優先的に実施するものとし、
トンネル天井板や換気ダクトの撤去を最優先で進めています。



１．安全を最優先とする企業文化の構築
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２) 安全に対するグループ内の連携強化

安全に関する社内及び海外を含む社外の情報を収集・共有し、それを業務に活かすと共に、グループ内各部門
間のコミュニケーションツールとして、社内イントラネット上に「安全掲示板」を構築し、10月1日より運用を開始。

安全に関する情報

・社内の事故・不具
合事象等の情報

・海外含む社外の
事故・不具合事象
等の情報

・現場の改善提案
など

・お客さまの声
など

安全掲示板

建設
部門

保全
部門

関連事業

部門
ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ

部門
ｸﾞﾙｰﾌﾟ
会社

グループ内各部門

経 営 陣

情報の収集

情報の収集情報の発信

ﾒｯｾｰｼﾞの発信
ﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ

（改善の方針）

分類・分析

（安全管理部門）

報告

安全指導

グループ内での
情報共有

安全に関する情報の一括管理と活用

１） 経営理念の見直し

【見直し前】経営計画2012 （-2016） 【見直し後】経営計画2013 （-2017）

経営

理念

私たち

の役割

私たちは、常に変革と向上を求め、安全・安心・快適

で、時代をリードする高速道路空間を創出し、地域社

会の発展と暮らしの向上、日本経済全体の活性化、そして世

界の持続可能な成長に貢献します。

私たちは、安全を何よりも優先し、安心・快適な高速道

路空間を提供することにより、地域社会の発展と暮らしの

向上、日本経済全体の活性化、そして世界の持続可能な成長

に貢献します。

（ 「お客さまの安全が何よりも優先する」という意識の徹底 ）

（ 部門を越えた安全に関する連携及びコミュニケーションの強化 ）



２．業務プロセスの見直し
１） ＰＤＣＡサイクルの再構築
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２) 点検要領の見直し

検討委員会による検討
（「長期保全及び更新のあり方に関する技術検討委員会」
の点検に関する提言※を踏まえ立ち上げ（2014年2月））

保全点検要領 一次改訂（ＮＥＸＣＯ各社）

（2014年7月予定）

保全点検要領 二次改訂（ＮＥＸＣＯ各社）

（2015年度予定）

３) 点検技術の高度化

ホームページで技術情報の提供を依頼（2013年5月）し、
研究開発の見込みのある計測技術の事例

①近接目視・打音を補完するセンサー
（2014年9月まで共同研究実施中）

②高速走行しながらのセンシング
（2014年6月まで共同研究実施中）

テストピースを
用いた非破壊
検査による測定

破壊検査を実施

検証結果
を解析し、
指標値の
設定 処理部

センサ部

高速走行

ジェットファン標識設備

トンネル内空間

実走行による実証実験により、
測定技術を検証

※提言内容 ■点検目的の明確化
■点検実施基準の再設定
■点検の信頼性向上

将来の安全や維持管理の観点から配慮すべき事項を整理し取りまとめることを規定。

（ 構造物の経年劣化や潜在的なリスクに対応したマネジメント体制の強化 ）

点検全体計画
の立案

ＨＳＣ所長が計画策定し、支社部長が全体計画を統合し決定（明確化）
・ＮＥＸＣＯによるエンジ会社計画書の審査、照査者による照査を実施

判定会議の実施
（点検判定会議）

２ヶ月に１回開催（定期化。頻度・内容を明確化）
・照査者、支社関係部署の参加。点検計画の実施状況確認
・補修・補強計画案の策定、補修時期・優先順位の見直し

対策検討会議
（支社開催）

年２回開催（新規： 次年度工事計画案、年間の総括）
・照査者、支社部長、関係部署の参加
・補修・補強計画の確認、補修実施上の課題報告、経過観察などの確認

（大学や民間企業との共同研究による）



３カ年計画の取組み状況を評価・検証し、その結果を安全性向上有識者委員会へ報告し、ご意
見をいただき、更なる改善に努める。

３．安全管理体制の確立

新たに追加

●橋梁補修数

●道路上の重量構造物に対する

安全対策進捗率

●社員の安全意識度

●お客さまの安心感

※橋梁補修数のうち、

①は変状が発生しており

早期に補修を行う橋梁の数、

②は軽微な変状が進行する前に

計画的に補修を行う橋梁数。

目標値を変更

▲通行止め時間

▲渋滞量

▲ＣＳ調査値

▲感動指数

●

●

●

●

▲

▲

▲

▲

１） 安全に関する情報開示の取り組み （ 安全安心に関わる新たなＫＰＩの設定及び既存ＫＰＩの見直し ）

２） 有識者委員会への報告と検証 （ ３カ年計画の取組み状況を評価・検証し、委員会へ報告 ）



４．体系化された安全教育を含む人材育成

点検研修施設 N2U-BRIDGE等を活用し、構造物点検の基礎知識を習得

※点検研修施設 N2U-BRIDGE（ニューブリッジ）とは、
○名古屋大学と連携し、名古屋大学構内に設けた橋梁点検技術の研鑽・研究用施設。
○全国で更新に伴い撤去された橋梁を再利用。
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１） 安全管理に関する技術力の向上 （ 点検・補修技術の向上および技術者の育成 ）

２） 現地体制の強化 （ 現場事務所の保全業務担当要員の増強 ）

「安全性向上３カ年計画」を確実に進めるため、保全・サービスセンターなどへ２０１４年７
月までに約１３０名の保全担当要員の増員を行い、点検から維持補修にいたる業務の体
制強化を進めます。（２０１４年４月までには１０１名の増員を行います。）



吊金物

36■安全対策事例

５．安全性向上に向けた事業計画

吊金物

１） トンネル内の天井板や換気ダクト等の重量構造物対策の実施 （ 撤去・移設または二重の安全対策を実施 ）

路面表示にて代替えできる門型柱を撤去

２-１） 上空構造物の撤去による対策事例

・笹子と同様なトンネル天井板は、恵那山トンネル、都夫良野トンネルの３チューブで全て撤去完了
・換気ダクト類は、全17チューブのうち１１チューブで撤去完了。３チューブは撤去工事に着手しているところ。。
・環境対策で撤去できない３チューブは二重の安全対策を実施予定

恵那山トンネル（天井板撤去前） 天井板を撤去しジェットファン設置

トンネル内信号機への落下防止のため吊り金物設置

２-２） 上空構造物への二重の安全対策事例



（参考）跨高速道路橋の適切な維持管理への取組み

【主な取組み】

１） 跨道橋管理者の首長へ直接説明を実施

２） 連絡協議会の開催
①緊急時等の連絡体制の構築
②点検状況損傷状況の把握
③はく落対策の実施状況の把握
④耐震補強対策の実施状況の把握

３） 地元行政との積極的な情報交換の場

跨高速道路橋の適切な維持管理に向け、跨道橋管理者と情報共有を行う体制を構築
するため、跨道橋連絡調整会議を設置し、協議を進めている。
なお、連絡協議会は、当社管内の１２都県で個別に開催し、合計146の自治体と国土

交通省、当社（事務局）で構成されている。

連絡協議会状況（愛知県）

連絡協議会状況（山梨県）

※「高速道路を跨ぐ橋梁の維持管理に関する連絡協議会」

※
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３．防災協定・防災強化・ＢＣＰ（業務継続計画）



国土交通省 県 陸上自衛隊

2012年
国土交通省中部地方整備局との
協定

締結協定
『中部地方整備局管内における直
轄国道と高速道路の災害時相互
協力に関する協定』

主な連携事項
◆被災情報の相互共有
◆車両・通信機器の相互融通
◆連絡体制の強化

2005年～2011年
中日本高速道路事業エリア内（全
て）の１２都県との協定

締結協定（例）
『静岡県と中日本高速道路㈱との

包括的提携協定』

2012年
中部方面隊、東部方面隊との協定

締結協定（例）
『陸上自衛隊東部方面隊と中日本
高速道路㈱との連携に関する実施
協定』

主な連携事項
◆被災情報の相互共有
◆高速道路施設、敷地、資機材、物資

等の提供
◆高速道路施設の緊急復旧

2012年6月東部方面隊と協定締結2012年2月中部地方整備局と協定締結

東日本大震災の際に静岡県との協定に基づき、
建設中の新東名高速を緊急車両の交通路として
開放した事例

防災協定

主な連携事項
◆地域防災に関する連携
◆災害発生時の協力体制強化
◆観光・文化振興分野での相互協力
◆環境分野での相互協力
◆教育・福祉分野での相互協力



関係行政・他道路会社 ＮＥＸＣＯ 災害協力会社等

本社
対策本部

支社（現地）
対策本部

保全・ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ
工事事務所
対策本部

地域災害協力業者

内閣府・国交省
高速道路機構

ＮＥＸＣＯ東・西
首都高速・阪高・本四

都・県対策本部

地方整備局

市町村対策本部

大手建設会社

防災エキスパート

建設コンサルタンツ協会

地元工事請負業者

①広域支援
②情報交換
③支援要請

大手資材メーカー

災害応援

地域支援

地域支援

応急復旧業務
（点検・工事等指示）

日本橋梁建設協会

ﾌﾟﾚｽﾄﾚｽﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ建設業協会

日本支承協会

ゴム支承協会

日本道路ジョイント協会

①地域支援
②後方支援

（要員派遣など）

陸上自衛隊

各関係機関との連携強化を進める一方で、大手建設会社、資機材メーカー、橋梁関係協
会等、災害時応援協力協定を締結し、更なる防災体制の強化を進めています。

防災協定



41

平成２６年２月１４日からの豪雪に伴い、山梨県からの災害派遣要請を受けた陸上自衛隊
は、当社との協定に基づき、雪による交通規制を行っている高速道路を通行することで山梨
県での被災地支援を行いました。

東富士五湖道路 山中湖ＩＣ付近の自衛隊支援車両

凡例

通行止め区間

②

①

１）通行止め区間の通行
中央自動車道

調布ＩＣ～甲府昭和ＩＣ間

２）道路啓開の実施
東富士五湖道路

須走ＩＣ～河口湖ＩＣ間

３）通行車両台数（延台数）
約７００台

防災協定（連携の実績）
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休憩施設の防災拠点化整備
被災地への応援派遣部隊の

進出拠点（自衛隊、警察、消防等）高速道路休憩施設

防災拠点の機能
高速道路のお客さま・地域のみなさまの

一時避難場所

高速道路利用者
避難スペース

周辺地域
住民避難
スペース

応援部隊活動
スペース

※休憩施設の
防災拠点活用イメージ

防災強化



地震発生

通行止

防災体制構築

応急復旧作業

通行止解除

情報板等の情報提供設備は道路上の地震計と連動しており、震度４．５以上の計測で、自動的
に「通行止」を表示。

計測震度に応じて、本社・支社・センターが防災体制を構築。

計測震度が４．５以上で通行止 （※4.0以上で速度規制）
首都圏及び中部圏を中心に通行止め基準を「計測震度４．５」から「計測震度５．０」へ見直し完了。

緊急点検

「高速隊⇔センター責任者」、「管区警察」⇔「管制センター長」が、通行止解除の協議を実施し、
通行止めの解除を行う。

緊急車両が安全に通行できるように、損傷した橋梁部段差を緩やかにすり付けるための舗装や
仮設防護柵等安全施設などを施工。

地震による損傷箇所の状況把握のため、車上からの目視点検や徒歩による点検を行い、損傷箇
所の全容を確認。 余震等による二次災害には十分注意すること！！

★地震により、お客さまや従業員等への被害がある場合は、最優先でその対応にあたる。

地震の大きさ
保全サービスセンター 支社 本社

体制 総括責任者 体制 総括責任者 体制 総括責任者

計測震度４．５以上
緊急体制 所長

警戒体制 管制センター長 注意体制 企画統括ＴＬ

計測震度５．０以上
緊急体制 保・サ事業部長

警戒体制 保・サ担当部長

計測震度５．５以上
非常体制 所長

緊急体制 危機管理役

計測震度６．０以上 非常体制 支社長 非常体制 社長

地震が発生し計測された震度が所定の基準値以上であった場合、高速道路は通行止めを行い、各
組織毎に防災体制を構築し、点検や復旧作業を実施して、速やかな通行止めの解除を目指します。

事象発生後（地震の例）



１）「会社が被害を受けても業務が中断せず、また中断した場合でも可能な限り短時間で機能を回復させる」
ための行動計画として、災害時における迅速な救援・復旧対応の強化を目的に『業務継続計画（ＢＣＰ）』
（地震対策編）策定【平成２２年度】

２）危機管理体制の強化として、事業エリア内に想定される事象に対し、新たに『火山対策編』『原子力災害
編』『新型インフルエンザ編』を策定。【平成２５年度】

１ ＢＣＰの策定主旨

業務継続計画の実践に伴う効果の模式図

防災関係要領の体系図

ＢＣＰ（業務継続計画）
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４．交通安全対策
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交通安全対策（ソフト対策）

■NEXCO中日本グループの現在の姿を示す指標として、
『ＫＰＩ（重要業績評価指標：Key Performance Indicator）』を設定

■そのうち、交通安全に係る指標として、
『死亡事故率（人/10億台km）』や『渋滞量（千km・時間）』を設定し、目標達成に向け
事故削減の施策を展開

【主なソフト対策】
＜交通安全セミナーの開催＞

◆延べ約2,500回開催
◆約17万人の方が受講
（2007年9月～2013年9月末）

＜交通安全啓発＞

◆ちらしや情報板、ＭＩＢ等による安全啓発
◆警察やトラック協会、自動車工業会等との連携・協働



■関係団体等との連携・協働による安全啓発

（１）関係機関・団体との連携・協働により、効果的かつ効率的な安全啓発活動を展開
警察（高速隊）： 交通安全運動期間に開催する交通安全イベント等における啓発活動。
トラック協会 ：会報誌「広報とらっく」及びホームページへの交通安全記事の掲載。
自動車工業会： 自動車関連イベントにおける安全運転訴求活動、安全運転パンフレットの制

作・配布。（自動二輪関係）
自動車教習所： 交通安全DVDの配布による教習生等に対する交通安全教育。

〈全国交通安全運動〉
《交通安全イベント》

※交通安全運動期間
《交通安全ＤＶＤ》
※関係機関配布

《自動二輪関係イベント》
※自工会主催

《交通情報（ＴＶ・ラジオ・ＨＰ）》
※ＪＡＲＴＩＣ要請

交通安全対策（ソフト対策）
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交通安全対策（ハード対策）

【主なハード対策】 ＜安全対策工事例＞

【高機能舗装】

＜暫定２車線区間における対策事例＞

密粒舗装 高機能舗装

【強化型防護柵】 【薄層舗装・導流レーンマーク・注意喚起標識】

【凸凹型路面標示】

＜路肩側＞ ＜中分側＞

＜逆走防止対策事例＞

【逆走防止装置】【矢印路面標示の大型化】
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渋滞対策（暫定３車線運用）

同水準
3%増

【３車線運用開始前】

【３車線運用開始後】

１．交通量状況

交通量は3％増加 渋滞量は94％減少

２．渋滞状況

■事故
■交通集中

渋滞量（km・時間）

94%減

1,099

19,836

３．事故状況
事故件数は30％減少

＜東名岡崎地区暫定３車線運用（2012.10.21運用開始）＞

※〔運用前〕：2010.10.23（土）～2011.10.23（日）、〔運用後〕：2011.10.22（土）～2012.10.21（日）：366日間

695

484

30%減
■非渋滞時
■渋滞時

事故件数（件）
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渋滞対策（ベクション）

＜速度コントロールシステム（ベクション・走光性）＞

自動車運転時、運転者の網膜には景色がOptic ｆlow（矢印）のような運動として入力される。同じ運動を静止し

た観察者に呈示すると、観察者はこの運動のみから自己の運動を知覚する。この運動感覚をベクション（視覚

誘導性自己運動感覚）という。走光性とは、生物が光刺激に反応し、一定の方向へ移動すること。

【ベクションのイメージ】 【東名（下り線）三ケ日JCT～宇利TN付近】



スライドタイトル名
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ＩＳＯ３９００１の取得

各種交通安全対策の継続的な運用と定期的な改善を行うため、道路交通安全マネジ
メントシステム（ＩＳＯ３９００１）を2013年10月に取得し、その枠組みを活用。

ＩＳＯ３９００１とは

｢交通事故による死亡者と重大な負傷者を根絶すること｣を究極の目的として、道路交通安
全について組織が取組むべき基本的事項を定めた新たな国際規格で、2020年までに全世
界で10万件の認証を目指し、2012年10月1日に正式発行された。
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出典：NASVA

ＩＳＯ３９００１の取得

ISO39001規格の構造



（参考） 「交通安全セミナー」について

ＮＥＸＣＯ中日本では、高速道路上での事故発生状況や交通安全のポイント等をお伝え

する『高速道路 交通安全セミナー』を実施しています。

お問い合わせは、NEXCO中日本 交通安全セミナー事務局まで

名古屋支社 総務企画部 企画調整チーム ０５２-２２２-１１８１（代表）
〔ご予約は、お電話で〕 〔交通費、費用等は一切戴いておりません〕 〔いつでも承ります〕



ご清聴ありがとうございました


